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大胆な投資促進税制（特定生産性向上設備等投資促進税制）に係る関
係法令の施行及び確認申請手続等の公表について（2026(R8)年 7 月 31
日） 

 

1. はじめに 

大胆な投資促進税制（特定生産性向上設備等投資促進税制、以下「本税制」）は、国内における大規模で高付加価

値な設備投資を促進するために創設された税制優遇措置である。 

本制度では、産業競争力強化法（以下「産競法」）に基づく経済産業大臣の確認を受け、確認の日から 5 年以内に一

定の設備の取得等を行い、国内にある法人の事業の用に供した場合に、即時償却又は取得価額の 7％（建物、建物附

属設備及び構築物については 4％）の税額控除を選択適用することができる（措法 42 の 12 の 7、産競法 2 の 20）。 

2026(R8)年 7 月 31 日に関係法令が施行され、経済産業省ウェブサイトにおいて申請受付開始及び本申請に係る申請関

係資料が公表された。 

大胆な投資促進税制（特定生産性向上設備等投資促進税制）の申請受付開始について（経済産業省ウェブサイト） 

大胆な投資促進税制（特定生産性向上設備等投資促進税制）（経済産業省ウェブサイト） 

本ニュースレターでは、今回明らかとなった確認申請手続、申請書及び添付書類の記載内容、投資利益率の算定、公認会

計士又は税理士による事前確認並びに設備導入後の適合証明を中心に概説する。 

Executive Summary 

◼ 大胆な投資促進税制は、国内における高付加価値型の大規模設備投資を促進することを目的とし、一定

の投資計画について経済産業大臣の確認を受けた上で、確認後 5 年以内に対象設備の取得等を行い、事

業の用に供した場合に、即時償却又は税額控除の適用を受けることができる制度である。 

◼ 2026(R8)年 7 月 31 日に関係法令が施行され、特定生産性向上設備等の確認申請書、添付書類、投資

利益率計算シート、公認会計士又は税理士による事前確認書、適合証明申請書等の申請関係資料が公

表された。 

◼ 新たに、公認会計士又は税理士による事前確認を受ける手続が明らかとなり、申請時に確認申請書及び添

付資料とともに、公認会計士又は税理士による事前確認書を提出することが必要である。 

◼ 確認を受けた設備の導入後には、確認時の基準及び投資計画に適合して導入されたことについて経済産業

大臣の適合証明を受ける手続並びに確認時の投資計画と実際に取得等した設備を照合する事後照合の

手続が設けられている。また、税額控除の繰越しを希望する場合には、国際経済事情激変事業適応計画の

認定等についても検討する必要がある。 

https://www.meti.go.jp/press/2026/07/20260731004.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/henkashien/daitanzeisei/daitan.html
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2. 確認申請等の手続概要 

本税制の適用を受けるためには、産競法第 2 条第 20 項及び経済産業省関係産業競争力強化法施行規則（以下「経

産省関係産競法施行規則」）第 6 条第 1 項に基づき、経済産業大臣に対して特定生産性向上設備等の確認申請を行

う必要がある。 

申請は、原則として G ビズフォームによるオンライン申請により行うものとされている。申請に当たっては、経済産業省から公表

された「G ビズフォーム 大胆な投資促進税制の申請に関する手続」を確認するとともに、本社所在地を管轄する地方経済産

業局に申請及び問い合わせを行うものとされた。公表された申請関係資料を踏まえると、確認申請から設備導入後までの

手続は、概ね次のとおりと想定される。 

項番 手続 概要 

1 

確認申請

手続 

確認申請書及び添付書類の作成 

特定生産性向上設備等の確認申請書、特定生産性向

上設備等投資計画（以下「計画」）及び投資利益率計

算シートその他の添付書類を作成する 

2 
公認会計士又は税理士による事前確

認 

導入予定設備の必要不可欠性、取得価額の合計額及

び投資利益率等について、公認会計士又は税理士による

所定の確認手続を受ける 

3 確認申請 
原則として G ビズフォームにより、確認申請書及び添付書

類を経済産業大臣に提出する 

4 経済産業大臣による確認 

経済産業大臣は、申請内容が確認基準に適合すると認

める場合には、特定生産性向上設備等の確認書を交付

する 

5 

確認後の

手続 

設備の取得等及び事業供用 
確認の日から 5 年以内に、確認を受けた計画に従って対

象設備の取得等を行い、事業の用に供する 

6 投資計画の変更 
確認を受けた計画を変更する場合には、変更確認申請書

及び必要書類を提出する 

7 適合証明申請 
設備導入後、確認時の投資計画と実際に取得等をした

設備の内容を照合し、計画への適合証明申請を行う 

8 設備導入状況に関する事後照合 
確認時の計画と実際に取得等した設備の内容及び投資

利益率等の実績を照合する 

 

3. 確認申請書及び添付書類 

確認申請には、様式第一（第 6 条第 1 項関係）特定生産性向上設備等の確認申請書を使用する。また、経産省関係

産競法施行規則第 6 条第 2 項に基づき、確認申請書には次の書類を添付する。確認申請に必要となる申請書及び添

付書類については、経済産業省ウェブサイトにおいて申請様式及び「添付書類関係」が公表されている。 

以下では、これらの公表資料に基づき、申請書及び添付書類の概要を整理する。なお、添付書類の一部についてはひな型

等が公表されているため、具体的な記載内容については公表されている各資料を参照されたい。 

項番 申請資料 主な記載項目・対応事項 

1 
特定生産性向上設備等の確認申請

書 

◼ 特定生産性向上設備等の確認を受けようとする設備の導入の目

的、導入場所の住所、設備の内容、導入予定時期、計画の実

施期間 

◼ 計画の投資利益率及び取得等をする設備の取得価額の合計額 

◼ 計画に係る経営の方針の決議又は決定の過程 

◼ 計画の実施に必要な資金の使途及び調達方法 

2 定款の写し又はこれに準ずるもの － 

3 
特定生産性向上設備等投資計画の

概要 

◼ 申請事業者が策定した特定生産性向上設備等の導入に係る投

資計画の写し 

◼ 特定生産性向上設備等の導入の目的 

①  取り巻く経営環境についての概況 

②  特定生産性向上設備等を導入する目的及び必要性 

◼ 特定生産性向上設備等の導入が申請事業者の事業の改善に

資することの説明 
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◼ 特定生産性向上設備等の確認を受けようとする設備の内容 

◼ 基準への適合状況（投資利益率計算シートの提出） 

①  投資利益率 

②  合計投資額 

4 
経営の方針の決議又は決定の過程及

びその内容を示す書類 

◼ 2025(R7)年 12 月 26 日以降に、投資計画に係る意思決定を

行った年月日、会議体名、決定の概要及び備考を記載し、議事

録等を添付する 

5 
計画の実施に必要な資金の使途及び

その調達方法の内訳を記載した書類 
◼ 計画の実施に必要な資金の使途等を記載する 

6 

事業の成長発展を図るための事業活

動に係る費用に関する今後の投資の方

針を記載した書類 

◼ 前事業年度の対売上高成長投資比率 

◼ 特定生産性向上設備等の導入を開始する事業年度以後の各

事業年度における将来の対売上高成長投資比率の見込み 

※将来の数値は、中期経営計画等に基づく見込みを記載 

◼ 今後の投資方針 

※特定生産性向上設備等が自社の成長投資を増加させつつ、

今後、売上高に占める成長投資の割合を増加させる方針を記載 

7 

受託中小企業振興法第二条第五項

に規定する中小受託事業者その他の

取引先との適切な関係の構築の方針

を宣言していることを公表していることを

示した書類 

◼ 中小受託事業者その他の取引先との適切な関係の構築の方針

（パートナーシップ構築宣言）を宣言していること 

8 暴力団排除に関する誓約事項 － 

9 

令和 7 年 12 月 25 日以前に意思決

定された投資計画を変更したものである

場合について、経済産業大臣が定める

基準等への該当性 

◼ 2025(R7)年 12 月 25 日以前に意思決定された投資計画を変

更する場合に、当該手続を行う 

10 
公認会計士又は税理士による事前確

認 

◼ 公認会計士又は税理士に計画や設備内容が確認基準等に適

合していることの確認を受ける 

11 

特定生産性向上設備等の導入の状

況に関する事項について（事後照合時

提出書類） 

◼ 確認を受けた特定生産性向上設備等の導入後に手続を行う 

 

4. 年平均投資利益率の計算 

経済産業大臣の確認を受けるためには、特定生産性向上設備等投資計画における年平均の投資利益率が 15％以上と

なることが見込まれる必要がある（経産省関係産競法施行規則 5、6 の 4）。 

年平均の投資利益率は、次の算式により算定される。 

 

 

 

 

 

 

 

※設備の取得等をする年度の翌年度から起算して 5 年度以上 10 年度以内の事業者が任意に設定する年度の翌年度以

後については、当該設定年度における設備の取得等により増加する営業利益の額を用いる。 

具体的には、公表された「投資利益率の基準への適合状況（投資利益率エクセル計算シート）」を使用して算定する。投

資利益率計算シート及び事前確認書では、投資利益率並びに簡易 CF（営業利益＋減価償却費）の各年度及び年平

均の金額について、売上高、売上原価、販売費及び一般管理費並びに減価償却費の各年度の金額を用いて算定すること

が示されている。 

各年度の設備の取得等により増加する営業利益の額（※） 

取得等をする設備の減価償却費の合計額を平均した額 

＋ 

年平均投資利益率＝ 

取得等をする設備の取得価格の合計額 
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そのため、投資計画における設備別の取得価額、取得予定時期、耐用年数及び将来の損益計画と、投資利益率計算シ

ートの各数値を整合させることが重要となる。 

 

5. 公認会計士又は税理士による事前確認 

確認申請書及び添付書類については、公認会計士又は税理士による事前確認を受け、申請時に事前確認書を提出する

ことが明らかとなった。公表された事前確認書【公認会計士又は税理士による確認書面の記載例】では、手続の目的とし

て、次の 3 点が示されている。 

① 「導入を行おうとする設備の内容」（申請書 4 で記載する事項）が、当該設備の導入の目的（申請書 2 で記載す

る事項）に照らして必要不可欠な設備として、整合しているかについて確かめること 

② 「設備の取得価額の合計額」（申請書 5 で記載する金額）が、産業競争力強化法で定める確認の基準に適合して

いるかについて確かめること 

③ 投資利益率並びに簡易 CF（営業利益＋減価償却費）の各年度及び年平均の金額（添付書類のうち投資利益

率の基準への適合状況に関する書類に記載する金額）が、売上高、売上原価、販管費及び減価償却費の各年度

の金額を用いて算定されているかについて確かめること 

なお、この手続は、申請書又は添付書類に対する監査意見若しくはレビューの結論又は将来情報の正確性に関する保証を

提供するものではない。 

 

6. 2025(R7)年 12 月 25 日以前に意思決定された投資計画を変更した場合について、経済産業大臣が定める基準等

への該当性 

2025(R7)年 12 月 25 日以前に意思決定された投資計画を変更した上で確認申請を行う場合には、経済産業大臣が定

める基準等への該当性を説明する必要がある。 

公表されたひな型では、次の事項が示されている。 

① 意思決定が再度 2025(R7)年 12 月 26 日以降に行われていること 

② 当初投資計画の投資額から 50％以上増加すること（対当初投資計画比で 150％以上とすること） 

③ ROI が当初投資計画を超えること 

④ 当初投資計画と変更後投資計画の間に一体性が認められること（1.当初投資と追加投資の事業目的が共通して

いること、2.追加する設備がその共通する事業目的の実現に必要不可欠な設備であること） 

⑤ 当初投資計画の策定の決議又は決定があった日以後 5 年以内に変更の決議又は決定が行われた投資計画である

こと 

⑥ 当初投資計画で導入予定であった対象資産から、何らかの質的・構造的な向上が見込まれるものであること 

⑦ 上記⑥の質的/構造的な向上が、上記③の ROI 上昇に寄与すると認められていること 

これらの基準への該当性を説明するとともに、当初投資計画及び変更後投資計画の内容、投資額、投資利益率、設備の

質的又は構造的な向上並びに意思決定の時期等を確認できる資料を添付する必要がある。 

 

7. 設備導入後の適合証明及び事後照合 

(1) 適合証明 

経産省関係産競法施行規則第 6 条の 7 では、確認を受けた特定生産性向上設備等の導入後に、導入した設備が経済

産業大臣の確認基準に適合し、かつ、特定生産性向上設備等投資計画に従って導入されたものであることについて、経済

産業大臣による証明を受ける手続が設けられている。 

適合証明を受けようとする事業者は、「様式第八（第 6 条の 7 第 2 項関係）特定生産性向上設備等投資計画への適

合証明申請書」を提出する。申請書には、証明を受けようとする設備に係る確認書の写しを添付し、変更確認を受けている

場合には、変更確認書の写しを添付する。経済産業大臣は、適合すると認める場合、様式第九「特定生産性向上設備等

投資計画への適合証明書」を交付する。 
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(2) 事後照合 

添付書類の「特定生産性向上設備等の導入の状況に関する事項について」では、次の事項を記載する。 

① 特定生産性向上設備等の確認年月日 

② 特定生産性向上設備等の導入の目的及び内容 

③ 【確認時】特定生産性向上設備等の投資の内容（必要に応じて別紙） 

④ 【事後照合時】当期における特定生産性向上設備等の取得設備の内容 

⑤ 基準への適合状況 

事後照合時には、確認時の投資計画に記載された取得予定設備と、実際に取得等した設備について、取得年月日、設備

の名称、用途、所在地、耐用年数、設備の種類、単価、数量及び金額等を照合する。また、投資利益率及び合計投資額

については、投資利益率計算シートにより提出する。 

 

8. 国際経済事情激変事業適応計画の認定 

本税制における税額控除の繰越しに関連して、国際経済事情激変事業適応計画の認定制度が設けられ経済産業省ウェ

ブサイトにおいて、事業適応計画の一区分として申請することが公表された。 

事業適応計画（産業競争力強化法）（経済産業省ウェブサイト） 

 

経済産業省が公表した「国際経済事情激変事業適応の制度概要」では、主な認定要件として次の事項が示されている。 

項目 主な認定要件 

計画期間 
5 年以内。税額控除の繰越を希望する場合は、投資実行は 5 年以内とし、投資計画終了後 3

年の事業の実施状況について毎年度報告を行う 

生産性の向上又は

新需要の開拓 

生産性の向上（①修正 ROA 2％ポイント向上、②有形固定資産回転率 5％向上、③従業員

1 人当たり付加価値額 6％向上のいずれかの達成が見込まれること）又は、新需要の開拓（売

上高伸び率≧過去 5 事業年度の業種売上高伸び率＋3％の達成が見込まれること）のいずれか

を満たすこと 

財務の健全性 
計画終了年度において①有利子負債/CF≦10 及び ②経常収入＞経常支出 の達成が見込まれ

ること 

前向きな取組 

• 特定生産性向上設備等の導入を行うこと 

• 次の①～③のいずれかに該当するものを行うこと 

① 新商品、新サービスの生産・提供（ 新商品等の売上高の合計額が全体の売上高の 1％以

上） 

② 商品の新生産方式の導入、設備の能率の向上（商品等 1 単位当たりの製造原価等を

5%以上削減） 

③ 商品の新販売方式の導入、サービスの新提供方式の導入（商品等 1 単位当たりの販売費

等を 5%以上削減） 

• 上記①～③による取組が対応を図る国際経済事情の変動に照らして持続的であると認められる

こと 

影響要件 
国際的な事業環境の急激な変動により、前年度の売上高が 5％以上減少し、又は売上高営業

利益率が 20％以上減少していること 

全社的取組 
取締役会その他これに準ずる機関による経営方針の決議又は決定に基づく、組織的な取組であ

ること 

 

2026(R8)年 7 月 31 日現在、事業適応計画の申請に使用する G ビズフォームは当面の間受付を停止しており、国際経済

事情激変事業適応計画の認定申請については、メールでの受付となる。申請を検討する事業者は、事業を所管する省庁又

は経済産業省の制度窓口に事前に問い合わせる必要がある。 

 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/jigyo-tekio.html
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9. おわりに 

今回の関係法令の施行及び申請関係資料の公表により、本税制の確認申請から設備導入後の適合証明及び事後照合

までの手続並びに確認申請書及び添付書類の具体的な記載事項が明らかとなった。 

本税制の適用に当たっては、確認申請書、投資計画、設備一覧、資金計画、社内の意思決定資料、投資利益率計算シ

ート及び事前確認書の各記載内容は相互に整合させ、取得時までに経済産業大臣からの確認を受ける必要がある。このた

め、本税制の活用を検討する事業者においては、確認までのタイムラインを検討し、対象設備、投資金額、取得予定時期、

社内意思決定日、資金調達方法及び投資利益率の算定根拠を計画的に整理していくことが望まれる。 

また、確認後に投資計画を変更する場合には変更確認申請が必要であり、設備導入後には確認時の計画と実際の取得

設備との事後照合が行われる。確認申請時だけでなく、設備の取得、事業供用及び適合証明までを見据えた一貫した管

理体制を構築することが重要である。 

なお、記載要領及び FAQ 等は、今後更新される可能性があるため、実際の申請に当たっては、経済産業省が公表する最

新の情報を確認する必要がある。 

※本ニュースレターの執筆は、2026(R8)年 7 月 31 日現在の情報に基づくものである。 
 

（東京事務所 三浦 正暁、高橋 秀和） 

 

＜関連ページ＞ 

◼ Japan Incentive Insights   

https://japan-incentive-insights.deloitte.jp/
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